
で
は
、
高
規
格
幹
線
道
路
等
の

広
域
的
な
高
速
交
通
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の
整
備
、
Ｅ
Ｔ
Ｃ
２
・
０

の
利
用
者
に
対
す
る
高
速
道
路

料
金
の
大
口
・
多
頻
度
割
引
、

大
都
市
圏
環
状
道
路
等
の
物
流

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
、
渋
滞

対
策
等
が
盛
り
込
ま
れ
て
い

る
。

発
注
等
に
取
り
組
む
と
し
て
い

る
。
あ
わ
せ
て
、
計
画
的
な
発

注
等
に
よ
る
施
工
時
期
の
平
準

化
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
全
面
的
な
活
用

等
に
よ
る
ｉ
―
Ｃ
ｏ
ｎ
ｓ
ｔ
ｒ

ｕ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
を
推
進
す
る
と

し
て
い
る
。

ま
た
、
経
済
対
策
の
柱
で
あ

る
21
世
紀
型
の
イ
ン
フ
ラ
整
備

確
保
や
予
算
の
早
期
執
行
に
万

全
を
期
す
る
と
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
改
正
品
確
法
の

趣
旨
を
踏
ま
え
、
適
正
価
格
で

の
契
約
や
地
域
企
業
の
活
用
に

配
慮
し
つ
つ
適
切
な
規
模
で
の

決
定
し
た
。

補
正
予
算
の
執
行
に
当
た
っ

て
は
、
地
域
に
お
け
る
公
共
工

事
の
品
質
確
保
や
そ
の
担
い
手

の
中
長
期
的
な
確
保
・
育
成
に

配
慮
し
つ
つ
、
円
滑
な
施
工
の

８
月
24
日
、
政
府
は
臨
時
閣

議
で
、
「
未
来
へ
の
投
資
を
実

現
す
る
経
済
対
策
」
（
平
成
28

年
８
月
２
日
閣
議
決
定
）
で
掲

げ
た
「
一
億
総
活
躍
社
会
の
実

現
の
加
速
」
「
21
世
紀
型
の
イ

ン
フ
ラ
整
備
」
「
地
方
の
支

援
」
「
熊
本
地
震
や
東
日
本
大

震
災
か
ら
の
復
興
や
安
全
・
安

心
、
防
災
対
応
の
強
化
」
の
４

本
柱
を
推
進
す
る
た
め
の
平
成

28
年
度
第
２
次
補
正
予
算
案
を

・歩行空間の確保等の通学路における交通安全対策

・緊急輸送道路における無電柱化

・踏切道の拡幅等の踏切における事故対策

・鉄道との結節点における自由通路等の歩行空間のユニバーサルデザ

イン化等

②社会資本整備総合交付金による支援

○ストック効果を高めるアクセス道路の整備

・港湾・空港・IC等の整備と連携して行われるアクセス道路の整備を

通じた物流ネットワークの強化

・工業団地の造成等の民間投資と連携して行われるアクセス道路の整

備を通じた成長基盤の強化

○地域の拠点として選定された重点「道の駅」の機能強化等

③補助事業による支援

複数年にわたり計画的かつ集中的な投資が必要となる地域高規格道路

の整備、大規模修繕・更新、ICへのアクセス道路の整備等に対して個別

箇所毎に支援を行う。

このうち、アクセス道路の整備に関し、従前の地域高規格道路のICに

加え、スマートICへのアクセス道路等についても補助事業による支援を

検討する。

【無電柱化の推進について】

無電柱化推進事業において、既存の地中管路を活用するなどコスト縮減

を図るため、PFI手法を活用した場合に、国庫債務負担行為を設定できる

仕組みを要求する。

【新しい日本のための優先課題推進枠について】

「平成29年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」（平

成28年8月2日閣議了解）に従い、「経済財政運営と改革の基本方針2016」

（平成28年6月2日閣議決定）及び「日本再興戦略2016」（平成28年6月2日

閣議決定）等を踏まえた諸課題について、「新しい日本のための優先課題

推進枠」として、以下を要望する。

○道路の老朽化対策 要望額：168億円

(※道路の老朽化対策全体の要求額は2,025億円)

道路施設の適切な維持管理と老朽化対策に向けて、橋梁、トンネル等の

点検、診断、措置、記録を着実に実施し、メンテナンスサイクルを推進。

特に、これまでの点検結果に基づく橋梁・トンネル等の計画的な修繕を強

力に推進。

○道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保 要望額：2,421億円

(※道路ネットワークによる地域･拠点の連携確保全体の要求額は4,352億円)

個性ある地域やコンパクトな拠点を道路ネットワークでつなぎ、距離の

制約を克服し、地域・拠点の連携を確保。特に、計画的な整備のため事業

進捗を図る必要のある事業を強力に推進。

○効率的な物流ネットワークの強化 要望額：1,681億円

(※効率的な物流ネットワークの強化全体の要求額は2,974億円)

迅速かつ円滑な物流の実現等のため、三大都市圏環状道路等を中心とす

る根幹的な道路網を重点的に整備。特に、計画的な整備のため事業進捗を

図る必要のある事業を強力に推進。

（参考）｢平成29年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について｣

(H28.8.2閣議了解)より

(6)新しい日本のための優先課題推進枠

平成29年度予算においては、予算の重点化を進めるため、「ニッポ

ン一億総活躍プラン」、「経済財政運営と改革の基本方針2016」及び

「日本再興戦略2016」（平成28年6月2日閣議決定）等を踏まえた諸課

題（「公的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、「公共サ

ービスのイノベーション」を中期的に進めていくことを含む）につい

て、「新しい日本のための優先課題推進枠」を措置する。

このため、各省大臣は、(1)ないし(5)※とは別途、要望基礎額に

100分の30を乗じた額の範囲内で要望を行うことができる。

※(1)年金・医療等、(2)地方交付税交付金等、(3)義務的経費、(4)東日本大震災

からの復興対策、(5)その他の経費（(1)から(4)に掲げる経費を除く経費について

は、前年度当初予算の100分の90を乗じた額（要望基礎額）の範囲内で要求する）

【地方への重点的支援について】

地方公共団体からの要望を踏まえ、老朽化対策、生活空間における安全

・安心の確保など地方の抱える課題の解決や、ストック効果を高めるアク

セス道路の整備等を支援するため、整備効果を確認しつつ、交付金事業・

補助事業により重点的に支援する。

①防災・安全交付金による支援

○維持修繕に関する省令・告示の規定に基づく定期点検・診断、修繕・

更新等のインフラ長寿命化計画を踏まえた老朽化対策

○通学路等の生活空間における安全・安心の確保

１面より 平成年度道路関係予算概算要求概要

道 路 整 備 関 係 予 算 事業費 ２４８１億円 国 債 ２３４１億円

社会資本整備総合交付金 事業費 ３２３８億円 国 債 １５７２億円

防 災 ･ 安 全 交 付 金 事業費 ４８５１億円 国 債 ２５５３億円

( 道 路 整 備 ＋ 道 路 環 境 整 備 )
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